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研究要旨 

2006 年から 5年間、対象層における検査を 2倍に増やしエイズ発症者を 25％減らす「エイズ予

防のための戦略研究」が行われた。この戦略研究では、「首都圏および阪神圏の男性同性愛者を対

象とした HIV 抗体検査の普及強化プログラムの有効性に関する地域介入研究」（課題 1）が 5年間

実行され、それぞれの地域の MSM を対象に受検行動を促進する広報介入が進められた。この広報

介入の受検行動への影響を把握するため保健所等の公的 HIV 検査機関や泌尿器科等のクリニック

において HIV 検査受検者を対象として 5 分間アンケートが行われた。2007 年から 2010 年までの

約 4年間でアンケート枚数は累計 123,852 枚となり、エイズ動向委員会の報告による保健所等に

おける HIV 抗体検査件数の 20.8％(2008 年)、36.9％(2009 年)、43.0％(2010 年)の回答を得た。

HIV 検査受検者を対象とした質問紙調査の中で、わが国で最大規模の調査となった。本報告は、

戦略研究の成果を評価するために行われた質問紙調査を、協力施設別に集計した。なお、協力施

設別の結果をデータブックとし、全協力機関に還元した。 

 

A．はじめに 

わが国では、毎年 HIV 感染者、AIDS 患者の

報告数が増加し、2005 年 4 月には累積で HIV

感染者 6,734 人、AIDS 患者 3,336 人を数え、

その合計報告数は 1万人を超える状況となっ

ていた。さらに新規 HIV 感染者報告数の約

30％は感染判明時に AIDS を発症しており、

HIV の感染に気づいていない感染者の数は、

報告数の 4 倍に達すると推定されていた。

1985 年にサーベイランスが開始されて以来、

年間の AIDS 患者報告数は増加が続き、特に男

性同性間性的接触(Men who have sex with 

men : MSM)における AIDS 患者の増加が著しい。

これを阻止するためには HIV 抗体検査を普及

させ、HIV に感染していることを早期発見し、

早期治療に結びつけることが重要である。 

このような背景にもとづき、2006 年から 5

年間で対象層における検査を 2 倍に増やし

AIDS 発症者を 25％減らす「エイズ予防のため

の戦略研究」が開始されることとなった。「戦

略研究」とは国民の健康を維持・増進させる

ために、優先順位の高い慢性疾患・健康障害

を標的として、その予防・治療介入および診

療の質的改善介入など、国民の健康を守る政

策に関連するエビデンスを生み出すために実

施される大型の臨床研究である。 

2006 年 5月、厚生科学審議会科学技術部会

で戦略研究実施団体として財団法人エイズ予

防財団（現、公益財団法人）が承認され、2006

年 11 月、2つの課題の研究リーダー公募を行

－241－



い、厚生労働省に置かれた研究リーダー選考

分科会において 2名の研究リーダーが選定さ

れた。 

この戦略研究では、「首都圏および阪神圏の

男性同性愛者を対象とした HIV 抗体検査の普

及強化プログラムの有効性に関する地域介入

研究」（課題 1）が 5年間実行され、それぞれ

の地域の MSM を対象に受検行動を促進する広

報介入が進められた。この広報介入の受検行

動への影響を把握するため保健所等の公的

HIV 検査機関や泌尿器科等のクリニックにお

いて HIV 検査受検者を対象として 5分間アン

ケートが行われた。2007 年から 2010 年まで

の約 4 年間でアンケート枚数は累計 123,852

枚となり、エイズ動向委員会の報告による保

健所等における HIV 抗体検査件数の 20.8％

(2008 年)、36.9％(2009 年)、43.0％(2010 年)

の回答を得た。HIV 検査受検者を対象とした

質問紙調査の中で、わが国で最大規模の調査

となったと言える。 

本報告は、戦略研究の成果を評価するため

に行われた質問紙調査の結果を協力施設別に

集計した。 

 

B．研究方法 

1.研究協力施設の募集と調査方法 

2007年9月より研究協力施設の募集を開始

した。保健所の参加については各管轄自治体

と協議の上、整備した。医療機関については

東京都医師会や大阪 STI 研究会を通して整備

した。首都圏(東京都、神奈川県、千葉県)で

は保健所および公的検査機関 82 施設、医療機

関 20施設、阪神圏(大阪府、兵庫県、京都府)

では保健所および公的検査機関 32施設、医療

機関21施設の計155施設が研究協力施設とし

て登録された。そのうち研究参加辞退 4施設、

閉院 2施設、調査対象終了施設 15 施設であっ

た。 

2007 年 10 月より一部の研究協力施設で介入

評価のためのアンケート調査「5分間アンケート」

は開始されたが、介入地域全体の評価体制が

整うまでには募集開始から約 1年半を要した。

その間にも介入は進行しており、戦略研究の

評価をする上で各研究協力施設が研究に参加

する以前の 2007 年 10 月を基点としたデータ

の収集が必要であった。主要な評価項目と

なっている HIV 検査件数と陽性者数について、

2007 年 10 月を基点としたデータの提供を、

医療機関を除く研究協力施設に依頼し、デー

タを収集した(2010 年 8月)。 

 

2．受検者動向調査と 5分間アンケートの集

計方法 

本報告ではエイズ予防戦略研究の期間を通

じて協力が得られた研究協力施設のうち、欠

損値の少なかった施設を分析対象とし、施設

別に分析集計を行った。首都圏では保健所お

よび公的検査機関 80施設、医療機関 7施設、

阪神圏では保健所および公的検査機関 29 施

設、医療機関 8施設の計 124 施設であった。 

2007 年 10 月から 2010 年 12 月の間の HIV

抗体検査受検者の動向について、4 半期毎の

経時的な推移を示した。施設毎の集計結果は、

各施設における受検件数報告および陽性判明

報告を基にした陽性判明割合を算出（5 分間

アンケート結果報告書には表Ⅰとして掲載）、

表Ⅰの受検件数報告を分母として 5分間アン

ケートの回収数から回収率を算出（表Ⅱとし

て掲載）、そして、5分間アンケート回答者の

分析対象者における性別および性指向割合

（表Ⅲとして掲載）を示した。 

年齢に関しては 24歳以下、25-34 歳、35-44

歳、45-54 歳、55 歳以上に分類した。最高齢

93 歳、最少齢は 13 歳で、12 歳以下について

は回答の信頼性が低く、自発的な受検ではな

い可能性が高いことから無回答に含めた。居

住地は、首都圏地域の研究協力施設の場合に

は、関東ブロック(東京都・神奈川県・千葉県・

埼玉県・群馬県・栃木県・茨城県)に居住して

いると回答している人を対象とし、また阪神
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圏地域の研究協力施設の場合には、近畿ブ

ロック(滋賀県・京都府・大阪府・兵庫県・奈

良県・和歌山)に居住している回答者を対象と

して分析した。これらはエイズ発生動向委員

会による報告様式を考慮した。性別および性

指向割合は、性別と不安な感染経路について

の項目によって分類した。分析対象者数が少

ないため個人特定のリスクを考慮し、性別お

よび性指向別の基本属性に関しては％表記の

みを用いた。 

 

C．研究結果 

報告された HIV 抗体検査の受検件数、陽性

判明報告数のエラーがどの程度あるのかを把

握するために、2011 年 1月から 2月にかけて

戦略研究協力施設より 20 施設をランダムに

選定し、施設内にある原資データと戦略研究

に報告されたデータの照合を行った。照合し

た施設における集計データの不整合率は 0～

4.02％、個別データの不整合率は 0.26～

8.90％であった。 

研究協力施設別の分析では、各施設間で次

のような差がみられた。アンケートを実施し

た全期間において各施設の有効回収率は、首

都圏保健所で 32.3％から 95.8％、阪神圏保健

所で 53.1％から 98.7％、首都圏医療機関で

38.1％から 91.6％、阪神圏医療機関で 18.2％

から 86.2％であった。また各施設の陽性判明

割合は、首都圏保健所で 0.00％から 1.30％、

阪神圏保健所で 0.00％から 1.96％、首都圏医

療機関で 0.33％から 5.55％、阪神圏医療機関

で 0.00％から 2.38％であった。各施設の MSM

割合は首都圏保健所で 1.1％から 22.0％、阪

神圏保健所で 0.7％から 14.4％、首都圏医療

機関で 1.4％から 93.9％、阪神圏医療機関で

0.0％から 76.5％であった。施設ごとのデー

タの詳細は、本報告書の研究成果刊行物一覧

に掲載した、5 分間アンケート結果報告書を参

照されたい。 

 

D．考察 

保健所等での全受検者数は 2008 年末に増

加傾向を示したが、2009 年の新型インフルエ

ンザ流行後に検査件数は減少し、その後横ば

いとなった。2009 年は新型インフルエンザの

流行により感染症担当課の業務が増大し、保

健所における HIV 検査と啓発が十分に実施で

きない状況が伺えた。一方で、クリニックに

おいては、阪神圏のクリニック検査キャン

ペーンの受検者数をみると、インフルエンザ

流行による影響はなく、キャンペーン期間中

に受検者数は増加していた。 

戦略研究全体の成果概要は次の様であった。

首都圏では保健所を、阪神圏ではクリニック

を定点に、MSM が利用する商業施設や Web サ

イトへの介入により、HIV 抗体検査受検促進

を図った。首都圏では、定点保健所で受検者

に占める MSM 割合が高く、男性受検者の HIV

陽性割合も上昇した。保健所等の受検者アン

ケートの結果では、MSM 受検者においてのみ

戦略研究の啓発資材の認知率が高く、およそ

50％と啓発介入の訴求性の高さが示された。

首都圏地域の 2010 年のエイズ患者報告数は

推計値より 16.1％減少した。一方で、阪神圏

では定点クリニックで MSM 割合が上昇し、陽

性割合も 5％と高かったが、2010 年のエイズ

患者報告数は推計値を超え増加していた。阪

神圏では啓発資材の認知はクリニック検査受

検者で極めて高く、保健所等の受検者では

8％～14％程度と変化は見られなかった。阪神

圏では保健所等での MSM の受検機会を拡大す

る体制を構築できず、保健所での MSM の受検

を増やすことができなかった可能性がある。 

 

E．結語 

本報告では、戦略研究の成果を評価するた

めに行われた質問紙調査を、協力施設別に集

計した。2007 年から 2010 年までの約 4 年間

でアンケート枚数は累計 123,852 枚となり、

エイズ動向委員会の報告による保健所等にお
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ける HIV 抗体検査件数の 20.8％（2008 年)、

36.9％（2009 年)、43.0％（2010 年）の回答

を得た。各施設の MSM 割合は首都圏保健所で

1.1％から 22.0％、阪神圏保健所で 0.7％から

14.4％、首都圏医療機関で 1.4％から 93.9％、

阪神圏医療機関で 0.0％から 76.5％であった。

協力施設別の結果を「5分間アンケート結果報

告書」として全協力機関に還元した。 
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